
(百万円)

標準財政規模　(Ａ) 68,831

臨時財政対策債発行可能額　(Ｂ) 2,659

合計　(Ａ)＋(Ｂ) 71,490

１．一般会計及び特別会計の財政状況（普通会計に係るもの）

区　　分 歳　　入 歳　　出 形式収支 実質収支
地方債
現在高

他会計からの
繰入金

一般会計 124,328 120,588 3,740 3,249 138,424 8

母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 77 66 11 11 0 0

土地区画整理事業特別会計 1,534 1,979 △ 444 △ 444 7,365 0

磐城共立高等看護学院特別会計 12 162 △ 150 △ 150 0 1

地域汚水処理事業特別会計 189 53 136 136 0 0

普通会計 126,140 122,848 3,293 2,802 145,789 9

２．１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの）

区　　分 総収益 総費用 純損益
地方債
現在高

他会計からの
繰入金

経常収支比率 不良債務 累積欠損金 備　　考

水道事業会計 8,863 8,034 829 41,353 393 110.5% 0 0

病院事業会計 18,585 19,897 △ 1,312 6,905 5,306 93.9% 0 10,717

区　　分 歳　　入 歳　　出 形式収支 実質収支
地方債
現在高

他会計からの
繰入金

備　　考

下水道事業会計 13,282 13,263 20 0 70,432 4,106

農業集落排水事業会計 398 398 0 0 3,060 128

宅地造成事業会計 733 732 1 1 0 351

市場事業会計 354 354 0 0 247 45

駐車場整備事業会計 2 2 0 0 0 1

国民保険事業会計（事業勘定） 34,322 33,016 1,306 1,306 0 2,216

国民保険事業会計（直診療勘定） 52 52 0 0 7 17

老人保健医療事業会計 35,104 34,977 127 127 0 2,656

介護保険事業会計（保険事業勘定） 20,185 19,400 785 785 205 2,629

介護保険事業会計（サービス事業勘定） 67 67 0 0 0 0

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

（百万円）

区　　分 総収益 総費用 純損益
地方債
現在高

本市の
負担割合

経常収支比率 不良債務 累積欠損金 備　　考

公立小野町地方綜合病院組合 1,480 1,463 17 600 6.0 101.3% 0 780

区　　分 歳　　入 歳　　出 形式収支 実質収支
地方債
現在高

本市の
負担割合

備　　考

福島県市町村総合事務組合 11,111 9,943 1,168 1,168 0 0.7%

福島県市民交通災害共済組合 406 300 106 106 0 0.0%

福島県後期高齢者医療広域連合 8 8 0 0 0 0.0%

区　　分 経常損益
資本又は
正味財産

本市からの
出資金

本市からの
補助金

本市からの
貸付金

本市からの債
務保証に係る

債務残高

本市からの損
失補償に係る

債務残高
備　　考

いわき市土地開発公社 △ 4 667 15 0 0 1,147 0

㈶いわき市公園緑地観光公社 △ 1 438 300 30 0 0 0

㈶いわき市国際交流協会 0 100 100 4 0 0 0

㈶いわき市社会福祉施設事業団 1 47 23 19 0 0 0

㈶いわき市潮学生寮 1 42 2 11 0 0 0

㈶いわき市教育文化事業団 △ 9 68 10 0 0 0 0

㈶いわき市勤労者福祉サービスセンター △ 5 160 100 31 0 0 0

㈱いわきの里鬼ヶ城 △ 6 10 10 0 0 0 0

㈶いわき勤労福祉事業団 1 53 15 0 60 0 0

㈳社団法人いわき産業会館 △ 1 210 47 0 0 0 0

㈶いわき市産業振興公社 10 110 40 0 0 0 0

㈱いわき観光物産センター 56 447 162 0 0 0 277

常磐湯本温泉㈱ 75 399 45 0 0 0 0

㈱いわきニュータウンセンター 22 527 136 0 0 0 0

㈶福島県いわき処分場保全センター 0 301 33 0 0 0 0

いわき中央ステーションビル㈱ △ 5 190 26 0 0 0 0

小名浜マリーナ㈱ 8 450 113 0 0 0 0

㈳福島県畜産振興協会 12 745 4 0 0 0 0

　（注）　１．損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

　　　　　２．本市の出資比率が25％以上、もしくは本市が財政的な支援を実施している法人を記載している。

財 政 力 指 数

実 質 公 債 費 比 率

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

13.7 経 常 収 支 比 率 87.0

実 質 収 支 比 率 4.1

繰入金は、病院事業会計から

【法適用以外の一部事務組合等】

財政状況等一覧表（平成１８年度）

備　　考

繰入金は、介護保険事業会計から

（百万円）

（百万円）

【法適用公営企業会計】

【法適用公営企業会計以外の会計】

４.第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

【法適用一部事務組合等】
３.関係する一部事務組合等の財政状況

0.68

団体名：福島県いわき市

（百万円）

５.財政指数


